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自民党新政権への提言－「第3次アーミテージ・レポート」を読み直す－

自民党政権が圧勝した。ここで今、2012 年 8 月 15 日に出されたアーミテージ元米
国務副長官、ナイ・ハーバード大教授などの超党派グループの「日米同盟：アジアの

安定の支柱」と題する第 3 次アーミテージ・レポートをもう一度、読み直し、もうじ
きスタートする米国の対日政策を検討する必要がある。

第 3 次アーミテージ・レポートは、書き出しから「日米関係は漂流し」「同盟が存
続の危機に瀕している」と言い切る。野田総理の「日米同盟は新たな高みに達した」

(2112 年 5 月、日米首脳会談)との認識と比べて日米間に大きなパーセプションギャ
ップがある。日米同盟が英米同盟なみへ発展すると期待していた過去２度のアーミテ

ージ・レポート(2000年と 2007年)とは大きな違いがある。
第 3 次アーミテージ・レポートでは、日本に対して「一等国として残りたいのか、

それとも二等国の地位に落ちぶれたいのか」と決断を迫る。もし日本が二等国に甘ん

じるのであれば今回の提言は無縁だ。一等国に残れるかどうかは日本の「やる気」次

第であり、もし残れれば米国は日本との対等(shoulder to shoulder)な同盟を期待する。
日本にはその国力と影響力は十分にあるとする。

また、アーミテージ・レポートが出されたのは、おりしも尖閣諸島に香港活動家が

上陸し、韓国の李明博大統が天皇謝罪要求をした日にあたる。アーミテージ・レポー

トの提言内容はそのまま日本のみでなく韓国に対するメッセージとも受け止められ

る。日韓関係に関しては、歴史問題が両国の不和の原因となるため目の前の共通な脅

威である中国に対して勢力を注ぐべきであると強調する。特に、日本には歴史問題に

正面から取り組むことを促し、米国を入れた日米韓のセカンドトラックで日韓間の歴

史問題を解決するよう提案する。また、日韓米間で棚上げにされている日韓の軍事情

報包括保護協定(GSOMIA)や物品役務相互提携協定(ACSA)の早期締結を望む。
中国に関する分析は過去のレポートとは異なり厳しい。中国は社会・経済的な変動

期にあり先行き不透明な状況で、国内分裂の可能性さえもある。その場合、指導部は

ナショナリズムを奨励し、人権迫害を強めることになると分析する。それに備えて日

本は国力と影響力を活用すべきであると提言する。そして、日本は米空母打撃軍の

A2AD戦略を促進し、第一列島線を越えることを目論む中国海軍に対して、米軍の「Air
Sea Battle」構想と自衛隊の「動的防衛力」構想で対抗すべきだ。また、中国との偶発
的衝突に備えて米軍と自衛隊の相互運用能力を向上すべきだと強調する。中でも、米

海兵隊と陸上自衛隊の水陸両用作戦上での相互運用能力の深化が重要であるとする。

その他、ペルシャ湾での自衛隊の掃海活動と南シナ海での米軍との共同監視活動の

必要性をあげている。そして日米間の原子力などのエネルギー分野での協力、日米間



での武器輸出取引の促進、サイバー等が目新しい提言である。

日本はここに来て自衛隊の南西シフト、武器輸出三原則の緩和、原子力基本法改正、

改正宇宙航空研究開発法など従来の安全保障の難題が次々にクリアーされた。ただ問

題なのは、アーミテージ・レポートが過去から言い続けている集団的自衛権の行使で

ある。さらに、厳しい財政事情ではあるが、防衛費の増加と自衛隊員の増員も無論重

要である。今回のアーミテージ・レポートは米大統領選挙に併せて発表された。そう

いった意味で今回の報告書は第二次オバマ政権の対日政策の指針となる可能性もあ

る。検討が重要だ。

アメリカのジレンマー銃所有と子どもの命ー

アメリカでは銃の所持は憲法で保証された権利だが、こどもたちの命の重さはど

こにあるのだろうか。コネチカット州のごく普通の街の小学校で金曜日銃の乱射事件

が発生し、小学生以下のこども 20 人と教師 6 人が犠牲となる悲劇が起こった。アメ
リカではたびたび学校での銃乱射事件が起こっている。1990 年代にはコロンバイン
高校で発生した。ヴァージニア工科大学のキャンパスでは 30 人を超える犠牲者がで
て全米を震撼させたことは記憶に新しい。だが今回の衝撃はそれ以上で、それは小学

校に併設されていた幼稚園の園児が多く犠牲になり犠牲者の年齢の低さに起因する。

アメリカでは学校だけでなくショッピングモールや映画館など公共の場でも銃乱射

事件は発生しておりそのたびに銃規制が議論されるのだが、アメリカでは銃の所持は

憲法で保証された権利であるとのことから銃規制には強い反対があり規制が進まない

のが現状である。

オバマ大統領も 1 期目では銃の規制にはそれほど積極的ではなかった。だが、今回
の悲劇は大統領の「Change」を後押しするかもしれない。日曜日の現地でのスピーチ
では「これ以上耐えられない」と冷静な大統領にしては異例とも言える感情的な発言

が飛び出し、「繰り返さない為にはアメリカは変わらなくてはならない」と銃規制へ

と動く可能性を示唆した。

ニューヨーク市長のマイケル・ブルームバーグは銃の規制に長年積極的な立場を取

っているが、今回の悲劇をうけて「銃規制が大統領の最優先事項だ」とますますプレ

ッシャーをかけている。「スピーチで国民の心を癒すのも結構だがそれより『大統領

として』やるべきことがあるだろう」とテレビでのインタビューに答えて、この 1 期
目の４年間煮え切らなかったオバマ大統領の銃規制への姿勢を改めるように厳しいエ

ールを送っている。

銃規制反対の勢力は相変わらず強いが、いまは世論が規制を後押ししている。議会

でも規制強化を求める声は高まりつつある。本気で「Change」を生み出す覚悟をオバ
マ大統領は持つべきだろう。逆に今何もしなかったら、2 期目がスタートする前から
国民の失望を買って支持を失う可能性もある。ブルームバーグ市長が言うように大統

領の責務は国民の安全を確保することであるならば、いまこそオバマ大統領は責務を

まっとうしなければならない。


